
事業番号 4

　　　　　　　　　　　　　行政事業レビューシート　　(  金　融　庁　)

予算事業名 有価証券報告書等電子開示システム等経費
事業開始

年度
平成13年度 作成責任者

古澤　知之

会計区分 一般会計 上位政策 預金者、保険契約者、投資者等の保護

担当部局庁 総務企画局 担当課室 企業開示課

根拠法令
（具体的な

条項も記載）
金融商品取引法第27条の30の２

関係する計画、
通知等

有価証券報告書等に関する業務の・システム最適化
計画

22年度 23年度要求

予算額(補正後）

事業の目的
（目指す姿を簡
潔に。3行程度

以内）

　開示・会計制度のインフラを整備するとともに、有価証券の発行者の財務内容、事業内容及び有価証券を大量に取得・
保有する者の状況を正確、公平かつ適時に開示すること、また、我が国として、国際会計基準審議会の議論の動向の把
握及び関係情報の調査分析等を行うことを目的とする。

事業概要
（5行程度以内。

別添可）

上場会社等から提出される企業の財務内容等が記載された有価証券報告書等について、その提出から公衆縦覧等に至
るまでの一連の手続を電子化した｢有価証券報告書等の開示書類に関する電子開示システム(以下「EDINET」という。)」
の開発・運用を行っているほか、国際会計基準の議論に関しての動向等の常時把握、内容の調査分析、議論の場に参
加しての我が国としての意見・立場の発信、金融庁に対する審議内容等の報告を行っている。

972 3,288 1,391

実施状況

・　EDINETによる開示書類等の提出会社数（内国会社）は、約5,800社（22年3月末現在）。
・　有価証券報告書等の開示書類の提出件数は、①有価証券報告書9,491件②臨時報告書7,968件③大量保有報告書
1,680件（22年3月末現在）。
・　インターネットを通じた情報公開サイトへのアクセス件数（月平均）は、21年度約5,928千件。
・国際会計基準審議会等の国際会議への参加及び意見発信等に関する事務の委託
・国際会計審議会の議論内容及び討議資料等の調査分析に関する事務の委託

予算の状況
（単位:百万円）

19年度 20年度 21年度

99.2% 32.8%

2,491

執行額 1,144 964 1,079

1,178

執行率 97.1%

総事業費(執行ベース) 1,144 964 1,079

自
己
点
検

支出先・
使途の把
握水準・
状況

・　EDINETの開発及び調査委託については、１週間に１回、定期的に事業の進捗状況について報告を受け、意見交換を
実施。また、事業完了時において、成果物の受入検査を実施。
・　EDINETの運用については、月例の会議において運用業務の状況について報告を受け、意見交換を実施。
・　国際会計基準事務委託については、事務委託契約の終了時に委託先より委託事務実績報告書の提出を受け、本委
託費の使途につき、実績報告書提出時及び必要に応じて説明を徴取。

見直しの
余地

　ＥＤＩＮＥＴについては、複数の業者が入札に参加できるよう、各専門分野ごとに分割し調達を行うことや、仕様書等にお
いても、一定の業者であれば、受託要件を満たせるように配慮（業者の受注実績など事実上の入札制限を設けない）する
ことなどにより、参入の容易化と競争の促進を図っているほか、国際会計基準事務委託についても、国際会計基準の策
定・改訂等について、国際会計基準をはじめとする企業会計一般に関して高度に専門的な知識を有する者に委託するこ
とが適当と考えられ、かつ、競争性、透明性の確保するため、より多くの団体が参入可能となるよう、企画競争及び分割
発注等により発注方法を多様化させている。

予
算
監
視
・
効
率
化

チ
ー
ム
の
所
見

　EDINET関連経費については、投資家に対する適切な情報提供のために必要な経費であり、国際水準を踏まえたＸＢＲＬ（財務情報
を効率的に作成・流通・利用できるよう国際的に標準化されたコンピューター言語）の対象範囲の拡大、投資家向けの検索・分析機
能の向上等のために必要な予算の確保は重要。なお、適切かつ効率的な執行を実現するため、執行状況等を踏まえ、効率化を図
れないか検討するとともに、今後、システム開発から運用までを通じた全体としてのプロジェクト管理の重要性を踏まえつつ、適切な
分割発注に取り組んでいく必要がある。
　また、国際会計基準事務委託費については、競争性、透明性を確保する観点からより多くの団体が参入可能となるよう、既に21年
度から分割発注等を行っているところ、今後も経費の削減に取り組んでいく必要がある。

補
　
記

※21年度予算のうち「有価証券報告書等電子開示システム開発費（1,898百万円）」については、入札の結果、契約額が1,464百万円
となったため、差額の434百万円は不用となった。また、1,464百万円の当該開発は、全額を22年度へ繰り越した上で、22年度中に完
了させることとしたため、21年度の執行額には含まれていない。



資金の流れ
(資金の受け取
り先が何を行っ
ているかについ

て補足する)
(単位:百万円)

【随契・委託】 【随契・委託】

　 　　A 　 金融庁
　　　 1,079百万円

C　富士通㈱
        等   2先
        363百万円

有価証券報告書等電子開示
システムの整備・運用等

D　アビームコン
サルティング㈱
       等　2先
　　　　98百万円

Ｇ ㈱富士通総研
　　　　　　等  5先
            67百万円

B　東京センチュ
リーリース㈱
           490百万円

EDINETの運用管
理業務

ＥＤＩＮＥＴの運用に
係る機器・ソフトの
賃貸借

ＥＤＩＮＥＴ運用改
善のためのシス
テム改修業務に
かかるネットワー
ク機器接続等

Ｆ 富士通ビジネスシ
ステム㈱
              等  2先
                1百万円

【一般競争(総合)・委託】

　　　　　　1先343百万円

【随契(公募)・委託】
　　　　　　 1先19百万円

【随契(少額)・委託】
　　　　　　1先 1百万円

【随契(公募)・委託】 【一般競争(総合)・委託】

　　　　　　1先96百万円
【一般競争・委託】
　　　　　　　1先 2百万円

【随契(企画)･委託】

E　富士通㈱
      等　2先
　　　 86百万円

EDINETの国際化
のための調査研究
の一部委託等

ＥＤＩＮＥＴ運用改
善のためのシス
テム改修業務

ＥＤＩＮＥＴの国際
化のための調査
研究

H.　財務会計基
準機構
　　　　40百万円

【随契(企画)・委託】

国際会計基準審議会
等の国際会議への参
加及び意見発信等に
関する事務の委託・
国際会計審議会の議
論内容及び討議資料
等の調査分析に関す
る事務の委託



費目・使途
（「資金の流れ」
においてブロッ
クごとに最大の
金額が支出さ

れている者につ
いて記載する。
使途と費目の
双方で実情が
分かるように記

載）

A. 金融庁 Ｅ．富士通㈱

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

業務委託費
EDINETシステムの運用に係る機器・ソ
フトの賃貸借

490.1 外部委託費
㈱富士通総研
調査研究業務

37.7

業務委託費 EDINETシステムの運用管理業務 363.0 事業費

業務委託費
EDINETの運用改善のためのシステム
改修業務

98.0

調査研究業務 6.2

業務委託費
ＥＤＩＮＥＴの国際化のための調査研究
業務

業務委託費
国際会計基準審議会等の国際会議へ
の参加及び意見発信等に関する事務
の委託

36.0

86.3

業務委託費
国際会計基準審議会の議論内容及び
討議資料等の調査分析に関する事務
の委託

4.0

その他 旅費・国際会議出席費 1.2

43.9計 1,078.6 計

490.1 雑役務費

B. ㈱東京センチュリーリース F.㈱富士通ビジネスシステム

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

ネットワーク機器接続業務 0.8事業費
EDINETシステムの運用に係る機器・ソ
フトの賃貸借業務

0.8計 490.1 計

362.2 事業費

C.富士通㈱ G．㈱富士通総研

費　目 使　途
金　額

(百万円）
費　目 使　途

金　額
(百万円）

調査研究業務 37.7事業費 EDINETシステムの運用管理業務

再委託先として、日本電算企画㈱、㈱日本ビジネスマネージ、ジーアンド
ジープランニング㈱、セントラル技研㈱、㈱テクノブレーン、㈱シナンシャ
ル・システム・コンサルティングがあります。当該再委託承認は、再委託
金額の提出義務を導入（21年４月）する以前であったため、再委託金額
は把握できません。

金　額
(百万円）

費　目

37.7

D.アビームコンサルティング㈱ H.財務会計基準機構

計 362.2 計

使　途
金　額

(百万円）

事業費 システム改修業務 94.4 人件費
国際会議等参加及び意見発信準
備等

25.0

費　目 使　途

外部委託費
㈱富士通ビジネスシステム
ネットワーク機器への接続業務

0.8 雑役務費

外部委託費
㈱ラック
セキュリティ監査業務

0.4 旅費

国際会議参加経費(参加料) 9.0

国際会計審議会(IASB)等参加 6.0

40.0計 95.6



別紙

№ 支　出　先
金額

（百万円）
№ 支　出　先

金額
（百万円）

1 富士通㈱ 362.2 1 富士通㈱ 43.9

2 東芝ソリューション㈱ 0.8 2 ㈱野村総合研究所 42.4

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

363.0 86.3

№ 支　出　先
金額

（百万円）
№ 支　出　先

金額
（百万円）

1 アビームコンサルティング㈱ 95.6 1 ㈱富士通ビジネスシステム 0.8

2 富士通㈱ 2.4 2 ㈱ラック 0.4

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

98.0 1.2

②複数支出先ブロック　D ④複数支出先ブロック　　F

合計（ 2 件） 合計（ 2 件）

①複数支出先ブロック　C ③複数支出先ブロック　E

合計（ 2 件） 合計（ 2 件）



別紙

№ 支　出　先
金額

（百万円）
№ 支　出　先

金額
（百万円）

1 ㈱富士通総研 37.7 1

2 あずさ監査法人 12.0 2

3
リソース・グローバル・プロ
フェッショナル・ジャパン㈱

10.4 3

4
㈱日立システムアンドサー
ビス

4.4 4

5 ㈱ネットアイ 2.6 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

67.1

№ 支　出　先
金額

（百万円）
№ 支　出　先

金額
（百万円）

1 1

2 2

3 3

4 4

5 5

6 6

7 7

8 8

9 9

10 10

合計（　　件） 合計（　　件）

⑤複数支出先ブロック　G

合計（ 5 件） 合計（　　件）


	ニ-1　⑥-1融庁行政事業レビューシート(２２年度)
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